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④ 漂流ごみ(人工物)のサイズ組成の比較 

各湾における漂流ごみのうち、人工物のサイズ組成を海域間で比較した(図 VI.2-12)。 

漂流ごみの大きさを、SS(<20cm)、S(20-50cm)、M(50-100cm)、L(100-200cm)、LL(200cm<)

の 5区分にわけ、発見個数によるサイズ組成を計算した。その結果、各湾ともに 9割以上

が 50cm 未満の S及び SS サイズのごみであった。LL サイズ(≧200cm)の大型漂流ごみは、

若狭湾で確認された 1個のロープが全調査を通じて唯一のものであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 漂流ごみの発見距離の比較 

漂流ごみの発見距離とは、観測船の舷側から目視で視認できた漂流ごみまでの横距離の

ことをいう。各湾における発見距離を 5ｍ間隔に区分し、その割合を計算した結果を図

VI.2-13に示した。 

10ｍ以内で発見された漂流ごみが過半数以上を占めたのは富山湾を除く 8 湾であり、

52％（若狭湾）～97％（東京湾、伊勢湾)の範囲であった。富山湾では 30ｍ以上離れた漂

流物に発泡スチロールが多かったため、10ｍ以内で発見されたごみは 27％と少なく、30ｍ

以上の発見例が 40％と顕著に高くなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 図 VI.2-13 各海域における距離別発見 

図 VI.2-12 各海域におけるサイズ別発見比率 
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出典: 瀬戸内海：           平成 26 年度沿岸海域における漂流・海底ごみ実態調査委託業務報告書 

    東京湾、駿河湾、伊勢湾：平成 27 年度沿岸海域における漂流・海底ごみ実施調査委託事業報告書 

陸奥湾、富山湾、若狭湾：平成 28 年度沿岸海域における漂流・海底ごみ実施調査委託事業報告書 

出典: 瀬戸内海：           平成 26 年度沿岸海域における漂流・海底ごみ実態調査委託業務報告書 

    東京湾、駿河湾、伊勢湾：平成 27 年度沿岸海域における漂流・海底ごみ実施調査委託事業報告書 

陸奥湾、富山湾、若狭湾：平成 28 年度沿岸海域における漂流・海底ごみ実施調査委託事業報告書 
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(2) 半有効探索幅の比較 

平成 26年度から平成 29年度に行われた全調査で算出された、漂流ごみの種類別の半有

効探索幅を表 VI.2-2～2-3に示した。 

本年度の調査海域である噴火湾及び鹿児島湾で多かった｢発泡スチロール｣、｢レジ袋｣、

｢ペットボトル｣、｢食品梱包材｣及び｢その他プラスチック製品｣の 5種について、計算され

た半有効探索幅を過年度報告から引用し、全海域間の比較をすることとした(ただし、年

度により半有効探索幅が算出されてなかった種類があった）。 

その結果、｢発泡スチロール｣を対象とした半有効探索幅は全体で 17.9～64.5ｍの範囲で

あり、最小値の 17.9ｍは本年度に、最大値の 64.5ｍは平成 28年度に、それぞれ得られた。 

｢レジ袋｣を対象とした半有効探索幅の範囲は 7.4～28.6ｍであり、最小値の 7.4ｍは本

年度に、最大値の 28.6ｍは平成 28年度に、それぞれ得られた。 

｢ペットボトル｣を対象とした半有効探索幅の範囲は 12.5～44.8ｍであり、最小値の12.5

ｍは本年度に、最大値の 44.8ｍは平成 26年度に、それぞれ得られた。 

｢食品包装材｣の半有効探索幅の範囲は 5.9～16.3ｍであり、最小値 5.9ｍは平成 27年度

に、最大値の 16.3ｍは平成 28年度に、それぞれ得られた。 

｢その他プラスチック製品｣を対象とした半有効探索幅の範囲は 5.2～18.0ｍで、最小値

5.2ｍは平成 27 年度に東京湾、駿河湾、伊勢湾で得られた。最大値の 18.0ｍも平成 27年

度に得られたが、海域は瀬戸内海であり、分類名は｢その他石油化学製品｣であった。 

以上のように、｢食品包装材｣及び｢その他プラスチック製品｣を除く 3種については、本

年度の半有効探索幅が最も狭く、最大値の 1/4程度であった。 

半有効探索幅は、海況条件、天候（グレア率）、船舶や養殖施設などの周辺状況、水色、

観測時の目線の高さ、ごみの発見総数に左右される。漂流ごみのうち、発泡スチロールは

主として白色系で嵩もあって目立ちやすいため、発見された調査時の半有効探索幅は最も

大きかった。本年度はこれらの諸条件、特に海象が悪かったことにより、半有効探索幅が

狭くなったと思われる。 

このように、半有効探索幅は変化しやすいものであり、したがって異なる年及び季節の

調査結果を比較するときは注意が必要である。 

今後の調査では、半有効探索幅に影響を及ぼす諸条件を詳細に記録し、それぞれの条件

下におけるデータを蓄積し、標準的な算出手法などを検討することが望ましい。 
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  表 VI.2-2 半有効探索幅の算出結果(平成 27～29年度調査) 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27年度 沿岸海域における漂流・海底ごみ実態調査委託業務報告書 

平成 28年度 沿岸海域における漂流・海底ごみ実態調査委託業務報告書 

 

表 VI.2-3 瀬戸内海における半有効探索幅算出結果(左:平成 27年度、右:平成 26年度） 

 
 

出典：平成 27年度 瀬戸内海における漂流ごみ実態把握調査業務報告書  

年度

漂流ごみの種類　　＼　　海域

発泡スチロール
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食品包装材

その他プラプラスチック製品

単位：ｍ

平成27年度

－

8.6

5.9

5.2

25

東京湾・駿河湾・伊勢湾

16.3

13.7

平成29年度

噴火湾・鹿児島湾

17.9

7.4

12.5

7.7

12.8

平成28年度

陸奥湾・富山湾・若狭湾

64.5

28.6

－
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(3) 本年度調査海域（噴火湾及び鹿児島湾）と過年度調査海域との個数密度の比較 

前節に述べた 5種の漂流ごみのうち、多くの海域に共通していた｢レジ袋｣、｢食品包装

材｣及び｢その他プラスチック製品｣の 3種について、各々の個数密度及び 3種合計の個数

密度を海域別に比較することとした。 

まず、3種の漂流ごみについての半有効探索幅(表 VI.2-2 参照)には、調査年度によっ

て次のような傾向があった。本年度(平成 29年度)求められた 3種の漂流ごみの半有効探

索幅は、平成 28 年度に実施された陸奥湾、富山湾及び若狭湾における値と比較すると、

｢レジ袋｣と｢食品包装材｣については 1/2～1/4倍程度小さかったが、｢その他プラスチック

製品｣では差がなかった。さらに平成 27年度の東京湾、駿河湾、伊勢湾及び平成 26年

度、平成 27 年度の瀬戸内海における半有効探索幅と比較すると、いずれも、ほとんど差

はなかった(ただし、瀬戸内海調査では｢その他プラスチック製品｣が｢その他石油化学製

品｣とされていた)。 

以上のように 3種の漂流ごみの半有効探索幅は必ずしも一定ではないが、妥当な補正方

法もないことから、各年度の各海域における調査で得られた個数密度をそのまま比較す

る。 

本年度の漂流ごみの発見個数は、過年度と比べて非常に少なかった。平成 26年度及び

平成 27年度に行われた沖合海域における漂流ごみ調査では、年度間で漂流ごみに顕著な

変化がなかったため、本年になって漂流ごみが沿岸域だけで少なくなったとは考えにく

い。それゆえ、本年度の調査結果では噴火湾と鹿児島湾は、漂流ごみが少ない海域である

ことを示していると考えるのが妥当である。 

図 VI.2-14～2-15は、3種の漂流ごみ別に個数密度を比較したものである。明らかなこ

とは、噴火湾と鹿児島湾における 3種の漂流ごみの個数密度は低いが、これは決して特異

なことではなく、平成 28年度に調査が行われた陸奥湾、富山湾及び若狭湾でもほぼ同様

に低かったということである。これに対して、平成 26年度、平成 27年度に調査された瀬

戸内海、平成 27 年度に調査された東京湾、駿河湾及び伊勢湾における個数密度は顕著に

高いという事実も明らかである。 

しかし、漂流ごみの種類別にみると、事情はやや異なる。｢レジ袋｣は 3種のごみの中で

は最も発見個数が少ないごみであったが、鹿児島湾における個数密度は決して低くなく、

平成 28年度に調査された陸奥湾、富山湾及び若狭湾とほぼ同等であった。すなわち、｢レ

ジ袋｣の密度では、鹿児島湾、瀬戸内海、東京湾、駿河湾、伊勢湾は高密度グループであ

り、噴火湾、陸奥湾、富山湾、若狭湾は低い密度グループであるといえる。 

「その他プラスチック製品」は 3種の中では最も多いごみであり、「食品包装材」は中

間的な量のごみであり、この 2種によって全体の個数密度が決定されている。すなわち、

この 2種の漂流ごみの個数密度では、3種合計密度と同様に噴火湾と鹿児島湾は陸奥湾、

富山湾、若狭湾とともに低い密度グループとなり、瀬戸内海、東京湾、駿河湾、伊勢湾は

高密度グループであるという結果になった。 
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以上のことは、背後に人口密集地域がある瀬戸内海、東京湾、伊勢湾では漂流ごみが多

いのに対して、噴火湾と鹿児島湾及び陸奥湾、富山湾、若狭湾では、背後地の人口が少な

いために漂流ごみが少ないことを示しているとも考えられる。一方、漂流ごみの調査は目

視観察であり、さまざまな要因で結果が変動するので、異なる調査の結果を単純には比較

できないとされる。 

平成 27 年度の東京湾、駿河湾及び伊勢湾は人口の多い太平洋側であるが、調査時期が 9

月～10 月の台風が多い時期であり、出水や気象の影響を受けている可能性もあり、上述の

ような顕著な地域差の検出に妥当性があるとは言い切れない。 

今後はさらに多くの海域へと調査観測を拡大してデータを蓄積し、結果に影響する多様

な条件や要因を幅広くとらえて比較検討することによって確認する必要がある。その過程

で、異なる年度に異なる海域で得られたデータの統計的な取扱いの標準化が可能になり、

より小さな地域差を検出することも期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 VI.2-14 漂流ごみ個数密度の海域別比較 
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   図 VI.2-15 各製品の漂流ごみ個数密度の海域別比較 

 

出典: 瀬戸内海：           平成 26 年度沿岸海域における漂流・海底ごみ実態調査委託業務報告書 

    東京湾、駿河湾、伊勢湾：平成 27 年度沿岸海域における漂流・海底ごみ実施調査委託事業報告書 

陸奥湾、富山湾、若狭湾：平成 28 年度沿岸海域における漂流・海底ごみ実施調査委託事業報告書 
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VI.3． 統計学的手法の検討  

本年度調査では、漂流ごみの密度を算出するにあたり、過年度報告書に倣って統計学的

手法によって半有効探索幅を算出した。その過程でいくつかの仮定をおいたが、その点に

ついて課題として認識されたことを以下に述べる。 

 

VI.3.1 半有効探索幅と漂流ごみの密度 

本年度調査で漂流ごみの密度を算出するにあたり、東京海洋大学より統計学的手法に関

する指導を受けた。今回は、各々の観測線上で得られたケースデータが少なかったため、

噴火湾及び鹿児島湾における 9測線で得られたすべてのデータをプールして計算に用いる

こととした。 

その結果、｢発泡スチロール｣、｢レジ袋｣、｢ペットボトル｣、｢食品包装材｣及び｢その他プ

ラスチック製品｣の 5種の漂流ごみに関しては、統計的に有効な数のデータが得られた。 

この 5種について、それぞれ発見距離に対する発見回数のヒストグラムを作成し、次い

で Excel ワークシートを用いて発見関数を計算して、半有効探索幅を求めた。これと観測

線長（航走距離）との積が観測した海表面積となり、この面積で発見関数を除して、単位

面積あたりの個数密度(個数/km2)を求めた。 

以下、5種の漂流ごみのそれぞれについて、半有効探索幅の算出過程の詳細を示す。 
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(1) 発泡スチロール 

発泡スチロールに関して行った半有効探索幅算出の過程を、図 VI.3-1及び表 VI.3-1に

示した。 

Half-Normal型、Exponential 型及び Hazzard-rate型の 3型について計算した発見関数

の中で AIC(赤池情報量規準)の値が最も小さかった Exponential 型を有効とし、半有効探

索幅を 17.9ｍと推定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 VI.3-1 発泡スチロールの発見状況と発見関数 

 

    表 VI.3-1 発泡スチロールの半有効探索幅推定 
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<発泡スチロール）

横距離測定実測値

Half-Normal型密度関数

Exponential型密度関数

Hazard-Rate型密度関数

<発泡スチロール>

Half-Normal Exponential Hazard-rate

sig 25.3 sig 17.9 sig 10.7
logsig 3.2 logsig 2.9 b 2.1

0.0 logsig 2.4
log(b-1) 0.1

mu 31.7 mu 17.9 mu 18.2

SUM -55.4 SUM -54.4 SUM -55.6
AIC 112.75 AIC 112.71 AIC 115.2
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(2) レジ袋 

レジ袋に関して行った半有効探索幅算出の過程を、図 VI.3-2 及び表 VI.3-2 に示した。 

Half-Normal型、Exponential 型及び Hazzard-rate型の 3型について計算した発見関数

の中で AIC(赤池情報量規準)の値が最も小さかった Half-Normal 型関数を有効とし、半有

効探索幅は 7.4ｍと推定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 VI.3-2 レジ袋の発見状況と発見関数 

 

     表 VI.3-2 レジ袋の半有効探索幅推定 
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Half-Normal型密度関数

Exponential型密度関数

Hazard-Rate型密度関数

<レジ袋>

Half-Normal Exponential Hazard-rate

sig 5.9 sig 4.9 sig 8.6
logsig 1.8 logsig 1.6 b 6.1

logsig 2.2
log(b-1) 1.6

mu 7.4 mu 4.9 mu 9.7

SUM -52.5 SUM -54.3 SUM -53.0
AIC 107.0 AIC 112.6 AIC 109.9
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(3) ペットボトル 

ペットボトルに関して行った半有効探索幅算出の過程を、図 VI.3-3及び表 VI.3-3に示

した。 

Half-Normal型、Exponential 型及び Hazzard-rate型の 3型について計算した発見関数

の中で AIC(赤池情報量規準)の値が最も小さかった Hazzard-rate 型関数を有効として、

半有効探索幅を 12.5ｍと推定した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 VI.3-3 ペットボトルの発見状況と発見関数 

 

       表 VI.3-3 ペットボトルの半有効探索幅推定 
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Half-Normal型密度関数

Exponential型密度関数

Hazard-Rate型密度関数

<ペットボトル>

Half-Normal Exponential Hazard-rate

sig 12.7 sig 9.2 sig 9.3
logsig 2.5 logsig 2.2 b 3.1

logsig 2.2
log(b-1) 0.7

mu 15.9 mu 9.2 mu 12.5

SUM -39.2 SUM -38.6 SUM -37.8
AIC 80.4 AIC 81.2 AIC 79.6
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(4) 食品包装材 

食品包装材に関して行った半有効探索幅算出の過程を、図 VI.3-4及び表 VI.3-4に示し

た。 

Half-Normal型、Exponential型及び Hazzard-rate型の 3型について計算した発見関数

の中で、AIC(赤池情報量規準)の値が最も小さかった Half-Normal 型関数を有効として、

半有効探索幅を 7.7ｍと推定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図 VI.3-4 食品包装材の発見状況と発見関数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 VI.3-4 食品包装材の半有効探索幅推定 
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Half-Normal型密度関数

Exponential型密度関数

Hazard-Rate型密度関数

<食品包装材>

Half-Normal Exponential Hazard-rate

sig 6.2 sig 4.8 sig 3.8
logsig 1.8 logsig 1.6 b 2.6

logsig 1.3
log(b-1) 0.5

mu 7.7 mu 4.8 mu 5.5

SUM -28.0 SUM -28.2 SUM -27.3
AIC 58.0 AIC 60.4 AIC 58.6
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(5) その他プラスチック製品 

その他プラスチック製品に関して行った半有効探索幅算出の過程を、図 VI.3-5 及び表

VI.3-5に示した。 

Half-Normal型、Exponential 型及び Hazzard-rate型の 3型について計算した発見関数

の中で、AIC(赤池情報量規準)の値が最も小さかった Hazard-rate 型関数を有効として、

半有効探索幅を 12.8ｍと推定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図 VI.3-5 その他プラスチック製品の発見状況と発見関数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 5種の漂流ごみについて求めた半有効探索幅を比較すると、｢発泡スチロール｣の半

有効探索幅が 17.9ｍで最も大きかった。｢発泡スチロール｣は、比較的大きくて白色系であ

る上に、大部分が海面上に浮き出ていて視認性が高いため、半有効探索幅が最大であった

のは自然なことである。鹿児島湾では、40ｍ以遠でも複数個発見された。 

一方、｢レジ袋｣や｢食品包装材｣の半有効探索幅が最も小さかったのは、薄いフィルム状

（レジ袋は白色系が主体）のものが多く、ほとんど全体が水没しているか水面直下にあっ

て、空中への光反射の程度が低いことによると思われ、不自然なことではないと思われる。

｢ペットボトル｣と｢その他プラスチック製品｣は、｢発泡スチロール｣より視認性は劣るもの

の、｢レジ袋｣や｢食品包装材｣よりは立体的である場合が多かったので、両者の中間的な半

有効探索幅が得られたものと考えられる。 
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横距離測定実測値

Half-Normal型密度関数

Exponential型密度関数

Hazard-Rate型密度関数

<その他プラスチック製品>

Half-Normal Exponential Hazard-rate

sig 11.6 sig 8.1 sig 9.9
logsig 2.5 logsig 2.1 b 3.4

logsig 2.3
log(b-1) 0.9

mu 14.6 mu 8.1 mu 12.8

SUM -165.3 SUM -160.6 SUM -159.7
AIC 332.6 AIC 325.3 AIC 323.4

表 VI.3-5 その他プラスチック製品の半有効探索幅推定 
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VI.3.2 結果とりまとめで考慮すべきその他の事項 

異なる年度に異なる海域で異なる調査員が実施した漂流・海底ごみの調査結果を取りま

とめるにあたって、考慮すべき事項は少なくない。 

海底ごみについては、豪雨やそれに続く河川からの大規模な出水はもとより、それほど

規模が大きくなくても、出水などが誘発されるような気象イベントは海底ごみの量と分布

に大きく影響するので、そのようなイベントの履歴を考慮する必要がある。調査の事前に

海底清掃や底曳網漁操業によって海底ごみが回収されたことがあるか、そしてそれはいつ

であったかも調査結果を大きく左右するので、それらの履歴にも注意しなければならない。

さらに、富山湾や鹿児島湾のように湾内に深い水域があるなどの海底地形も海底ごみの分

布や滞留に影響する。 

実際に調査を実施する際には、海底ごみ回収に用いる漁具の形態(特にツメの有無)、出

水による河川からの流入量の変化、事前の海底清掃や底曳網漁の漁期、操業状況などによ

っても結果が大きく左右される。また、富山湾や鹿児島湾のように極端に深い海域の存在

など、海底の地形は海域によって異なる。調査回収に用いる漁具の形態や操業の様態と操

業隻数などの努力量によって、また、潜在的な海底ごみ発生源との相対的な位置関係によ

っても回収効率等は影響されるので、結果の解析に当たっては注意が必要である。 

例えば、本年度調査海域の噴火湾に設定された砂原地域では、海底ごみ回収に当たった

小型底曳船は、ホタテガイの資源量が多いとされる狭い水域に集中して操業しており、ほ

ぼ円形の湾岸に沿って展開されているホタテ養殖の漁場帯の沖側に設定されていた。 

これらの諸変動要因のうち、例えば使用する桁網に爪があるかないかによる海底ごみ回

収量の差に関しては、相互比較検定を目的にした試験操業などによって理論的な補正係数

を求めることも可能であると考えられるが、得られた補正係数の異なる湾での適用等に関

しては十分注意が必要である。 

漂流ごみの定量的な調査では、半探索有効幅の推定が決定的な意味を有する。漂流ごみ

の発見のしやすさは、気象海象条件、調査船の舷の高さ(観測目線の高さ)、目視観測者の

練度はじめ各々の海域に特有の海面状況、例えば航行船舶の数や養殖施設の海面構造物等

の有無と多寡など、再び数多い要因によって左右され、その影響が半探索有効幅の推定結

果を支配する。これらの一部、例えば調査船の舷の高さや観測者の練度などの影響を補正

する係数を試験操業で理論的に求めることは可能であろう。しかし、実海域での調査では

すべての変動要因が複合して発現するので、実際の観測結果の誤差を補正することは容易

ではない。 

現在は多くの海域に適用できる実用的な補正係数はないので、それぞれの海域で得られ

た結果をそのまま対比することしかできない。それでも、前述したように、漂流ごみは、

背後に人口密集地域がある東京湾、伊勢湾、瀬戸内海では多く、背後地の人口が少ない噴

火湾、陸奥湾、富山湾、若狭湾、鹿児島湾では少ないという、妥当そうな結果が得られる。

しかし、これらのデータから背後地人口と漂流ごみの発見個数密度との定量的な関係を求

めることはまだできないように思われる。背後地人口以外にも噴火湾や陸奥湾のように養
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殖施設が多い海域があり、河川からのごみの流出は、北日本では融雪にともなって多くな

る(第二回検討会において北海道の委員より指摘)傾向があるのに対して、西日本では豪雨

や台風による出水時に多くなることが知られているなど、容易に補正できない変動要因が

多いからである。 

今後は可能な限り観測手法を統一しつつ、異なる条件の海域で調査を重ね、数多くのデ

ータを蓄積することによって、経験式等を用いた実用的な補正方法を探るべきである。そ

れまでは、採集時の気象海象や用いた漁具の詳細、航走速度、海域周辺の状況などを可能

な限り詳細に記録してもらえるようにマニュアルを標準化し、今後の定量的な結果解析に

備えることが重要である。 
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VI.4． 関係主体に関する分析 

本年度調査における漂流ごみ及び海底ごみに係る結果や既存資料の整理、及び個々の漁

業者へのアンケートと漁協でのヒアリングの結果から、漂流・海底ごみの発生、被害、対

策の点で関係している主体について検討した。 

海底ごみの現場調査とアンケート調査の結果により、噴火湾においては漁網や養殖用か

ごなどの漁業由来のごみが多く、漁具が海底ごみ発生源の可能性があることが明らかにな

った。漁具の流出は、時化などの荒天に加えて、東日本大震災時の津波によっては破壊さ

れたホタテ養殖施設の部材等が今なお海底に堆積していることが分かった。 

漁具由来の海底ごみは、底曳網への入網による操業の妨げや処理の負担となり、もっぱ

ら漁業者が被害を受けている。漂流ごみでも、漁網やロープ等の漁具由来の大型ごみは、

スクリューへの巻き込み等船舶航行の障害となるため、やはり主に漁業者が被害を受けて

いる。この事情は噴火湾に限らず、その他の海域にも共通している。 

主に河川を経由して海域に流入する飲料缶やペットボトル、ポリ袋などの生活系及び産

業系のごみでは、発生主体は河川流域の生活者や事業者である。これらのごみも、漂流ご

み及び海底ごみの両方に多く、漂流ポリ袋がエンジンの冷却水取水口に詰まって航行障害

の原因となり、漁具に絡まって操業に支障をきたすため、漁業者が被害を受ける主体とな

っている。 

一方で、ごみ回収においても漁業者が主体的な役割を果たしており、操業時に回収され

たごみは漁協等によって処理されているほか、噴火湾では漁業者個人が処分している地域

も多かった。鹿児島湾では、自治体の事業の一環として漁業者による漂流ごみ等の回収が

行われているほか、海底ごみ清掃は実施しないものの、海岸や港内の漂着ごみ等を対象と

した清掃活動を行っている漁協等は多かった。 

既往文献や環境省が実施してきた海洋ごみに関する実態調査の報告から、漂流ごみや漂

着ごみに関しては、その起源が生活系のごみであることが多いことから、同じ地域の内陸

域の住民が発生主体となり、沿岸域の住民が被害主体になるというように、発生と被害の

主体が異なっている。このような場合には、被害と発生の主体間で意思の疎通を図り、発

生主体になりやすい内陸域の住民の意識を高め、ごみを海域へ流入させないことが重要で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

表 VI.4-1 海底ごみ、漂流ごみの削減対策 

砂原(砂原) 清掃 漁港内の清掃活動

回収 各自、漂流物は港に持って帰る 1

清掃 海岸の清掃

清掃 （海岸）清掃活動 6

清掃 （海岸）清掃活動

回収 漁協によるごみの自主回収・処理 1

清掃 定期的な清掃活動

湾口付近(指宿) 清掃 漁協、市による海岸清掃

回収 漁協によるごみの自主回収・処理

清掃 清掃活動

※1: 同一調査海域での複数の漁業者が同一趣旨の記載をし枠は漁業協同組合ヒアリング結果(集計除外)

※2: ■枠は、漁業協同組合ヒアリング結果を記載（アンケート結果の集計外とした）

山川(山川町）

鹿児島湾

森沖(森)

西桜島水道(鹿児島市)

噴火湾

八雲沖(八雲町)

湾名
漂流ごみ調査海域

(協力漁業協同組合)
漂流ごみ

対策の分類
漂流ごみを減らすための対策 記載件数※

回収 操業で集まったごみは、漁協で産廃業者に依頼し処理

清掃 漁港内の清掃活動

回収 網に入ったごみ等は、各自が港に持ち帰り処理している 1

回収 回収ごみは漁業者が各自で処理している

回収 回収ごみは各自で持ち帰り処理

清掃 海岸・漁港清掃活動

虻田（いぶり噴火湾） 回収 回収ごみは各自で持ち帰り処理

室蘭（室蘭） 回収 回収ごみは各自で処理（一般ごみ又は業者手配）

清掃 底曳き船による清掃活動 1

回収 漁協によるごみ回収、処理

垂水（垂水市） 排出抑制 家庭や山からの流れものが多いので減らす 1

回収 回収ごみは各自で持ち帰り処理

排出抑制 混獲、回収ごみの再投棄の自粛

被害防止 危険箇所の周知

※1:同一調査海域で漁業者が同一趣旨の記載をした件数

※2:■枠は、漁業協同組合ヒアリング結果を記載（アンケート結果の集計外とした）

山川（山川町）

噴火湾

八雲（八雲町）

砂原（砂原）

鹿児島（鹿児島市）

森（森）

鹿児島湾

湾名
海底ごみ調査海域

(協力漁業協同組合)
海底ごみ

対策の分類
海底ごみを減らすための対策 記載件数※1



 

Ⅵ-29 

VI.5． 調査結果及び課題の整理等 

VI.5.1 既存文献のとりまとめ 

 噴火湾の湾奥部の長万部海岸を中心に行われた平成 22年度から平成 24年度の漂着ごみ

の回収では、プラスチック製品の回収比率が道内の他地域に比べて特に高いという結果が

報告されている(｢平成 25年度 北海道海岸漂着物等実態把握調査業務｣)。そのときには、

漂着ごみの総量は特に多くはなかったが、その半数程度を人工物が占め、さらにその大部

分は日常生活に伴って発生するごみであったという。その中で外国由来と判別されたもの

は全体の 2％程度であり、大半は国内由来のものである可能性が高いとされた。噴火湾は

漁業が盛んな海域であり、ホタテ養殖関連のかごなど漁具由来のごみも 1/3を占めてお

り、養殖業が盛んな地域性の反映も顕著であった。 

 噴火湾内の沿岸域は比較的人口密度が低い地域であること、東に開口する円形の湾形状

から夏季には季節風の影響を受けて、湾外から流入した漂流物が湾奥部に集積しやすいこ

となどから、湾外由来のごみの比率が高いと推測されるが、平成 25年度の漂着ごみ回収

事業の結果にはそのような傾向はみられない。 

鹿児島湾は細長い湾形状に加えて、湾口から湾奥まで湾曲し、かつ、湾奥部に桜島によ

る狭窄地形があるため、湾口部と湾奥部とで異なった傾向が示されている。漂着ごみのう

ち、湾口部では硬質プラスチックやその破片の比率が高く、湾奥部ではシート状プラスチ

ックの発生場所の相違による影響であるとされている。 

 硬質プラスチックについては、鹿児島湾外の地点においても多くを占めていることから

湾外に由来すると考えられており、さらに、薩摩半島の西岸で回収された使い捨てライタ

ーの生産地が海外であったことから、鹿児島湾付近には海外由来の漂流ごみが到達してい

ると推察されている。 

 シート状プラスチックについては、海底ごみ調査でも湾奥部に多く、陸上植物の葉部の

分布との比較により、湾内の滞留部や恒流の渦の中心部に集積される傾向が示唆されてお

り鹿児島湾内には海底ごみが溜まりやすいという可能性が指摘されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 左：出典：海上保安庁、｢海洋台帳｣  右：出典：総務省，国勢調査に関する地域メッシュ統計，2010   

図 VI.5-1 噴火湾周辺地域の海ごみの状況と人口密度 
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VI.5.2 海底ごみ 

(1) 本年度調査結果 

個数密度は、噴火湾の 6 測線中 4 測線で 1,000 個/km2以上と高く、中でもプラスチッ

ク類、ガラス類及び金属類が多いという結果であった。重量密度も、噴火湾の 6 測線中

3 測線で 1,000kg/km2と高かった。個数密度と同様、プラスチック類が主体であった(有

珠海域で高い)が、その他の人工物(コンクリート塊や石に紐を括り付けた錘)も多く(砂

原及び森海域)、いずれも漁具と漁業施設関係の資材であった。一方、鹿児島湾でもプラ

スチック類が主体であったが、最も密度が高い測線（鹿児島市）でも約 50個/km2と低か

った。 

噴火湾では鹿児島湾に比べて、個数密度、重量密度及び容積密度が大きく、特にホタ

テ養殖に関連した漁具をはじめとした漁具由来の大型の海底ごみが多かった。本年度の

アンケート調査では、東日本大震災時の津波で破壊されたホタテ養殖施設の部材等が今

の同湾に海底ごみとして存在しているということが指摘された。 

 

(2) 過年度調査結果及び本年度調査結果における海域の特徴 

過年度に調査された他海域との比較では、噴火湾では海底ごみの量が最も多いことが

分かった。個数密度では瀬戸内海や若狭湾の一部にはさらに多いところもあったが、重

量密度及び容積密度では、噴火湾の値はいずれの海域におけるよりも顕著に高かった。

噴火湾での調査測線はすべてホタテ養殖漁場に近接しており、養殖資材である網かごが

数多かったために容積が大きく、また、養殖ロープや網かごを垂下するための錘（コン

クリートや石を利用したもの）が多かったために重量密度も高くなった。 

全海域での結果をみると、プラスチック類に次いで割合が高い海底ごみは金属類であ

ることが多く、次いで布類、ゴムの割合が高かった。特に本年度調査を行った噴火湾や

鹿児島湾では、他の海域に比べて金属類の割合が高く、プラスチック類とほぼ同密度と

なっていた。 

左：出典：海上保安庁、｢海洋台帳｣  右：出典：総務省，国勢調査に関する地域メッシュ統計，2010   

図 VI.5-2 鹿児島湾周辺地域の海ごみの状況と人口密度 
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VI.5.3 漂流ごみ 

(1) 本年度調査結果 

目視観測による漂流ごみの測線別総発見個数を見ると、噴火湾、鹿児島湾とも自然由

来のごみが多く、人工物の割合は少なかった。また、人工物の総発見個数は、鹿児島湾

に比べて噴火湾では少なく、その要因として、風浪及び降雪が終始強くて視界が悪かっ

たこと、ホタテ養殖施設のブイが海表面に多数敷設されていて視界が妨げられたことに

より、漂流物が視認されにくかったことなどがあげられる。 

人工物の発見回数を種類別にみると、いずれも｢レジ袋｣、｢発泡スチロール｣及び｢その

他プラスチック製品｣及び｢ペットボトル｣が多くを占めていた。 

噴火湾と鹿児島湾における｢発泡スチロール｣の個数密度は 0.99～6.36個/km2の範囲に

あり、鹿児島湾の湾奥に位置し、降雨後に調査を行った測線で個数密度が高かった。こ

のときは、沖側から湾奥に向かって風が吹いていたため、その風によって沖側から調査

域に吹き寄せられてきたものと考えられた。 

噴火湾ではフンカ-3で 0.99個/km2、フンカ-4で 2.96 個/km2であった。鹿児島湾はカ

ゴシマ-2で 6.36 個/km2、カゴシマ-3で 5.17個/km2と個数密度が高かったが、その他の

測線では確認されなかった。 

｢レジ袋｣の本調査海域での個数密度は 2.48～25.34 個/km2の範囲であった。｢レジ袋｣

の個数密度が高かった測線はカゴシマ-4 で、その値は 25.34 個/km2で、次いでカゴシマ

-2の 23.07個/km2であった。｢レジ袋｣が確認された測線は、噴火湾ではフンカ-4の 1測

線(7.15 個/km2)であったが、鹿児島湾ではカゴシマ-5を除く 4測線で確認された。 

｢食品包装材｣の本調査海域における個数密度は 2.29～16.16 個/km2の範囲にあった。

｢発泡スチロール｣と同様に、噴火湾のフンカ-3 で 16.16 個/km2と最も個数密度が高かっ

たが、フンカ-4 では 2.29 個/km2と最も低かった。鹿児島湾ではカゴシマ-4 で 9.74 個

/km2、カゴシマ-3で 2.40個/km2であった。 

｢その他プラスチック製品｣の個数密度は、1.46～28.15個/km2の範囲にあった。個数密

度が高かったのは、鹿児島湾のカゴシマ-2 で 28.15 個/km2、次いでカゴシマ-4 の 21.98

個/km2であったが、カゴシマ-5では 1.46個/km2でと最も低く湾内で差が大きかった。噴

火湾ではフンカ-4で 13.78個/km2、フンカ-3で 5.55 個/km2であった。 

｢ペットボトル｣の個数密度は、1.41～15.17個/km2の範囲にあった。個数密度が高かっ

たのは、鹿児島湾のカゴシマ-2で 15.17個/km2、次いでカゴシマ-1の 2.94個/km2、噴火

湾のフンカ-4の 1.41 個/km2であり、他の海域では確認されなかった。 

マイクロプラスチックの個数密度は、鹿児島湾(カゴシマ-2)で 3.278 個/ｍ3、次いで

噴火湾(フンカ-2)で 1.443 個/ｍ3であった。その他の測線では 1 個/ｍ3以下の個数密度

であった。鹿児島湾に比べて漂流ごみの少なかった噴火湾において、マイクロプラスチ

ックの個数密度も低かった。また、マイクロビーズはどちらの湾でも検出されなかった。 

 

 



 

Ⅵ-32 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 VI.5-3 漂流ごみの発見状況 

 

(2) 過年度調査結果及び本年度調査結果における海域の特徴 

過年度の調査結果と比較すると、噴火湾及び鹿児島湾の 2 湾は他の海域に比べて漂流

ごみは少ないことが分かった。 

漂流ごみに占める人工物と自然由来のものの比率を、過年度調査結果を含めて比較す

ると、東京湾、駿河湾及び伊勢湾では 7 割以上が自然由来の漂流ごみであったが、噴火

湾や瀬戸内海ではほぼ全てが人工物であり、鹿児島湾では人工物と自然由来の漂流ごみ

の割合はほぼ等しかった。 

マイクロプラスチックの密度を過年度の調査結果と比較すると、噴火湾及び鹿児島湾

両湾における密度は、平成 27年度調査海域であった駿河湾及び伊勢湾における密度と同

程度であった。 

 

VI.5.4 課題 

漂流ごみの密度は、過年度調査と同様の方法で半探索有効幅の算出を行った上で検討し

た。これにより、過年度の調査の結果との比較等が可能になった。ただし、すでに述べた

ように漂流ごみの発見個数や視認距離は、様々な要因により大きく影響されるので、異な

る海域での調査結果の比較には注意すべきことは多い。 

海底ごみについても、出水や海底清掃あるいは底曳網漁の履歴などによって結果が大き

く左右され、鹿児島湾のように深い水域が存在するなどの海底地形の差、さらに調査回収

に用いる漁具の形態等も結果に影響することに注意が必要である(Ⅵ.3.1及びⅥ.3.2章参

照)。 

以上のように、漂流ごみ・海底ごみの定量に関しては、数多くの変動要因があり、海域

の特性を判定する際には慎重さ検討が必要である。多くの要因は複合して影響するので、

容易に補正ないし標準化することができない。例えば桁網の爪の有無による海底ごみ回収

率に関しては、試験操業などによって補正関数を求めうる可能性もあるが、他の変動要因

(底質の性状など)との複合影響の補正は困難である。統計的に求められる半探索有効幅で

も、例えば調査船の舷の高さや観測者の練度などの影響を補正することは可能であるかも
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しれないが、実海域で複合する変動要因の影響を補正することは難しい。それゆえ現在は、

それぞれの海域での結果をそのまま対比する外はない。その結果、漂流ごみは、人口密集

地域に面した瀬戸内海、東京湾、伊勢湾及び駿河湾では多く、周辺人口が少ない噴火湾、

鹿児島湾、陸奥湾、富山湾及び若狭湾では少ないという大局的な姿を概観することができ

た。しかし、さらに分析的に背後地人口と漂流ごみ量との定量的な関係を求めることは、

現時点では難しいといわなければならない。 

今後も可能な限り観測手法を統一しつつ、異なる条件の海域で調査を重ね、数多くのデ

ータを蓄積することによって、必ずしも理論的ではないにしても実用的な補正方法を探る

べきである。そのため、採集時の気象海象や用いた漁具の詳細、航走速度、海域周辺の状

況などを可能な限り詳細に記録できるようにマニュアル及び野帳を標準化し、今後の定量

的な解析に備えることが重要であると考えられる。  
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VI.6． 発生抑制手法の検討 

VI.6.1 本年度調査海域における発生抑制手法と対策案の提示 

本年度調査対象地域における発生抑制対策案を以下に提示する。 

 

【噴火湾】 

噴火湾では、海岸漂着物のうちの漁具類の処理に苦慮しているという意見が既往文献に

多くみられ、その発生源は同湾内にある可能性が高いと予測されていた。本年度の現地調

査の結果でも、ホタテ養殖に使われるかご網、コンクリート塊（錘）及び漁網の残骸など

漁具由来の海底ごみが多かった。一方で、漂流ごみは少なかった。北西季節風が卓越する

冬季には調査であったため、漂流ごみ湾外に流出していた可能性もある。また、冬季のた

め、降雪はあっても降雨による河川流量の増加や出水は少ないため、河川等からの流入も

少なかったと考えられるが、他の季節に行われた既往調査の結果でも、噴火湾における漂

流・漂着ごみの量が他海域に比べて少ない傾向が示されている。 

以上のことから、噴火湾においては、漁業施設等の管理と災害等による流出物の早期回

収が重要な課題であるといえる。一方、老朽化した漁具の廃棄処理費用が高いことも、流

出しやすい漁具や養殖資材の放置につながっている可能性があり、今後の検討課題である。 

漁具由来の海底ごみは、底曳網漁業の障害となるため、発生主体が被害主体になってい

るという事情が見えてくる。このことから、噴火湾においては漁業者への啓発活動が重要

であり、かつ、最も有効な対策になると考えられる。自然災害による漁具の流失が発生原

因となることもあるため、災害後ないし定期的な海底清掃による回収対策も必要である。

このとき回収した漁具由来ごみの処理費用が高いことを念頭に、補助金や組合での積み立

てなどの予算的な措置を講じておくことが、清掃等の動機づけとしても有効であると考え

られる。 

また、積雪時には目立たなかったごみが、雪解けに伴い河川敷にある雪捨て場で大量に

露出し、出水に伴って流下することが問題になっている(第二回検討会で説明あり)。流域

における降雪時から融雪及び出水時までの維持管理について、関係機関が問題意識を共有

する必要がある。 

 

【鹿児島湾】 

鹿児島では、主な漂流ごみは生活系ごみであった。既往文献からは、ポリ容器の漂着状

況には海外からの漂着の可能性がうかがわれるとの指摘も読み取られる。春季から夏季に

かけては国内のごみが中心になっているが、秋季には季節風の影響で、海外からの漂流ご

みが多くなる傾向があるという。一方、湾内の漁具由来のごみにも増加傾向がみられ、噴

火湾と同様に、漁具類の廃棄処理費用が高いことなども要因の一つとなっている可能性が

考えられ、補助金や組合での積み立てなどについて検討する必要がある。 




